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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　放射性物質を含有するテトラクロロエチレン廃液が蒸留される工程（ａ）、
　蒸留により得られたテトラクロロエチレン、純水及び鉄複合粒子が混合され、テトラク
ロロエチレンが分解される工程（ｂ）が実施される、放射性物質を含有するテトラクロロ
エチレン廃液の処理方法。
【請求項２】
　上記工程（ｂ）における鉄複合粒子の使用量が、テトラクロロエチレン及び純水に対し
て０．０１～５質量％である、請求項１に記載された放射性物質を含有するテトラクロロ
エチレン廃液の処理方法。
【請求項３】
　上記工程（ｂ）におけるテトラクロロエチレン、純水及び鉄複合粒子を含む処理水に溶
解しているテトラクロロエチレン濃度が１５０～５０００ｍｇ／ｌである、請求項１又は
２に記載された放射性物質を含有するテトラクロロエチレン廃液の処理方法。
【請求項４】
　上記工程（ｂ）におけるテトラクロロエチレン、純水及び鉄複合粒子を含む処理水のｐ
Ｈをイオン交換樹脂で７～９に調整する、請求項１～３のいずれか１項に記載された放射
性物質を含有するテトラクロロエチレン廃液の処理方法。
【請求項５】
　放射性物質を含有するテトラクロロエチレン廃液を蒸留する蒸留器、蒸留により得られ



(2) JP 4834871 B2 2011.12.14

10

20

30

40

50

たテトラクロロエチレン、純水及び鉄複合粒子を混合し、テトラクロロエチレンを分解す
る分解槽ユニットを含む、放射性物質を含有するテトラクロロエチレン廃液の処理装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、原子力施設内で発生する、放射性物質等の不純物を含有するテトラクロロエ
チレン廃液の処理方法と処理装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　テトラクロロエチレンが原子力施設内のアスファルト固化装置点検時の洗浄剤として使
用されている。発生するテトラクロロエチレン廃液は、アスファルト中に取り込まれてい
る放射性物質を含む不溶性固形物、水分、低沸点溶剤等の不純物を含有しているので、当
該テトラクロロエチレン廃液は通常の産業廃棄物処理に付されない。当該テトラクロロエ
チレン廃液を８００℃以上の燃焼ガス中に２秒間以上滞留させ、放射性物質を含む煤煙を
濾過する高温焼却法が、ダイオキシンの発生を防止する当該テトラクロロエチレン廃液の
処理方法として可能である。しかしながら、当該テトラクロロエチレン廃液の発生量を考
慮すると、当該高温焼却法のコストはかなり高価である。
【０００３】
　一方、有機ハロゲン化合物で汚染された土壌及び／又は地下水を鉄複合粒子と接触させ
、有機ハロゲン化合物を分解する土壌及び／又は地下水の浄化処理方法が検討された（例
えば、特許文献１参照）。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００４】
【特許文献１】特開２００４－８２１０２号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　本発明が解決しようとする課題は、原子力施設内で発生する、放射性物質等の不純物を
含有するテトラクロロエチレン廃液の安価な処理方法の提供である。本発明が解決しよう
とする別の課題は、上記処理方法を実施する装置の提供である。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　本発明の発明者らは、上記課題を解決するために鋭意検討した結果、放射性物質を含有
するテトラクロロエチレン廃液を蒸留して放射性物質とテトラクロロエチレンを分離し、
蒸留によって得たテトラクロロエチレンを鉄複合粒子を使用して可燃性ガスに分解できる
ことを見出し、本発明を完成させるに至った。
【０００７】
　本発明の放射性物質を含有するテトラクロロエチレン廃液の処理方法は、放射性物質を
含有するテトラクロロエチレン廃液が蒸留される工程（ａ）、蒸留により得られたテトラ
クロロエチレン、純水及び鉄複合粒子が混合され、テトラクロロエチレンが分解される工
程（ｂ）を実施する。
【０００８】
　上記工程（ｂ）における鉄複合粒子の好ましい使用量は、テトラクロロエチレン及び純
水に対して０．０１～５質量％である。上記工程（ｂ）におけるテトラクロロエチレン、
純水及び鉄複合粒子を含む処理水に溶解している好ましいテトラクロロエチレン濃度は１
５０～５０００ｍｇ／ｌである。好ましくは、上記工程（ｂ）におけるテトラクロロエチ
レン、純水及び鉄複合粒子を含む処理水のｐＨはイオン交換樹脂で７～９に調整される。
【０００９】
　本発明の放射性物質を含有するテトラクロロエチレン廃液の処理装置は、放射性物質を
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含有するテトラクロロエチレン廃液を蒸留する蒸留器、蒸留により得られたテトラクロロ
エチレン、純水及び鉄複合粒子を混合し、テトラクロロエチレンを分解する分解槽ユニッ
トを含む。
                                                                                
【発明の効果】
【００１０】
　本発明の放射性物質を含有するテトラクロロエチレン廃液の処理方法は、放射性物質を
含有するテトラクロロエチレン廃液からテトラクロロエチレンを分離し、可燃性ガスに分
解する一連の工程を安価に実施できる。本発明の放射性物質を含有するテトラクロロエチ
レン廃液の処理装置は簡素で小型であり、上記一連の工程を安価に実施できる。
【図面の簡単な説明】
【００１１】
【図１】放射性物質を含有するテトラクロロエチレン廃液処理システムを示す図
【発明を実施するための形態】
【００１２】
　以下、本発明の好ましい実施態様を表す図面を示し、本発明を詳細に説明する。
　図１は、放射性物質を含有するテトラクロロエチレン廃液処理システムを示す図である
。図中、１はテトラクロロエチレン廃液貯蔵タンク、２はテトラクロロエチレン廃液移送
ポンプ、３は蒸留器を備える蒸留塔、４は不純物回収容器、５はテトラクロロエチレン回
収タンク、６はテトラクロロエチレン注入ポンプ、７は攪拌機、８は攪拌機モーター、９
は処理水移送ポンプ、１０は鉄複合粒子、１１は処理水、１２は鉄複合粒子移送ポンプ、
１３は排気ダクト、１４はイオン交換樹脂塔、１５は分解槽、１６は分解槽ユニット、１
７は可燃性ガスセンサー、１８は排気装置を示す。
【００１３】
　テトラクロロエチレン廃液貯蔵タンク１に貯蔵されている放射性物質等の不純物を含有
するテトラクロロエチレン廃液が、テトラクロロエチレン廃液移送ポンプ２により蒸留器
を備える蒸留塔３に移送され、蒸留によりテトラクロロエチレンと放射性物質等の不純物
が分離される。蒸留温度は、テトラクロロエチレンの沸点である１２１℃前後であり、好
ましくは１２５℃近傍である。蒸留器は特定の型に限定されない。温度制御のし易さの観
点から、好ましい蒸留器は電気加熱型蒸留器である。蒸留は複数回繰り返し行われ得る。
蒸留により得られるテトラクロロエチレンの純度は蒸留の繰り返しにより向上する。なお
、上記テトラクロロエチレン廃液中の不純物は、蒸留の前に濾過等により除去され得る。
【００１４】
　上記テトラクロロエチレン廃液から分離された不純物は、不純物回収容器４に回収され
る。上記テトラクロロエチレン廃液から分離されたテトラクロロエチレンは、テトラクロ
ロエチレン回収タンク５に回収される。
【００１５】
　放射性物質を含有するテトラクロロエチレン廃液が蒸留される上記工程は、連続式であ
ってもバッチ式であってもよい。
【００１６】
　テトラクロロエチレン回収タンク５に回収されたテトラクロロエチレンは、純水及び鉄
複合粒子と混合される。これらの混合方法は限定されない。これらの混合方法の具体例は
以下のとおりである。鉄複合粒子１０が分解槽１５に張り込まれた純水に投入され、攪拌
機モーター８により運転される攪拌機７により攪拌される。次に、テトラクロロエチレン
回収タンク５に回収されたテトラクロロエチレンが、分解槽１５にテトラクロロエチレン
を注入するポンプであるテトラクロロエチレン注入ポンプ６により、分解槽１５に注入さ
れる。
【００１７】
　本明細書の鉄複合粒子は、α－ＦｅからなるコアがＦｅ3Ｏ4からなるシェルで被覆され
る構造を有する粒子である。鉄複合粒子は市販されており、還元性に富む粒子である。鉄
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複合粒子の具体例は、戸田工業（株）製ＲＮＩＰ（平均粒子径７０ｎｍ、比表面積３０ｍ
2／ｇの鉄複合粒子のスラリー）である。
【００１８】
　鉄複合粒子の使用量は特定の範囲に限定されない。好ましい当該使用量は、テトラクロ
ロエチレン及び純水に対して０．０１～５質量％である。
【００１９】
　テトラクロロエチレンが分解槽１５中の純水に注入される際、純水に溶解するテトラク
ロロエチレン濃度は特定の範囲に限定されない。好ましい当該濃度はテトラクロロエチレ
ン飽和濃度（１５０ｍｇ／ｌ）～５０００ｍｇ／ｌである。
【００２０】
　水相中のテトラクロロエチレンが鉄複合粒子に接触すると、テトラクロロエチレンが分
解される。本明細書のテトラクロロエチレンの分解は、テトラクロロエチレンが化学反応
により可燃性ガスに変換されることである。可燃性ガスの主成分はエチレンガスであると
考えられる。純水に溶解しているテトラクロロエチレン濃度はテトラクロロエチレンの分
解により低下していくが、当該濃度が所定濃度以上に保たれるように、テトラクロロエチ
レン回収タンク５に回収されたテトラクロロエチレンが分解槽１５に注入され、テトラク
ロロエチレンの分解速度は所定の速度以上に保たれる。なお、鉄複合粒子が利用されるテ
トラクロロエチレンの分解は水相で可能であるが、テトラクロロエチレンに鉄複合粒子を
投入してもテトラクロロエチレンは分解されない。
【００２１】
　テトラクロロエチレンの分解により発生する可燃性ガスは排気ダクト１３により排気装
置１８に排気される。可燃性ガスセンサー１７が排気装置１８の入口に設置されており、
可燃性ガス濃度が基準値を超えた場合、テトラクロロエチレン注入ポンプ６及び攪拌機モ
ーター８は停止され、テトラクロロエチレンの分解によるエチレン等のガスの発生が抑制
される。
【００２２】
　塩酸がテトラクロロエチレンの分解により生成すると考えられ、分解槽１５中の処理水
１１のｐＨが低下し、鉄複合粒子が溶解されてくる。そこで、処理水１１のｐＨの低下を
抑制するため、処理水１１が処理水移送ポンプ９によりイオン交換樹脂塔１４に移送され
、処理水１１のｐＨが７～９に調整される。
【００２３】
　テトラクロロエチレンの分解により発生する可燃性ガスの濃度が、初期濃度に比べて著
しく低下している場合、鉄複合粒子１０が劣化していると考えられる。そこで、鉄複合粒
子１０が鉄複合粒子移送ポンプ１２により分解槽１５から排出される。その際、処理水１
１の排出は極力抑えられる。その後、新しい鉄複合粒子が分解槽１５に投入される。
【００２４】
　蒸留により得られたテトラクロロエチレン、純水及び鉄複合粒子が混合され、テトラク
ロロエチレンが分解される工程は、連続式であってもバッチ式であってもよい。
【実施例】
【００２５】
　以下、実施例により本発明を具体的に説明するが、本発明はこれらに限定されない。（
１）テトラクロロエチレン廃液中のテトラクロロエチレン濃度及び（２）ガスクロマトグ
ラフィーによるテトラクロロエチレン濃度の測定方法は、それぞれ以下のとおりである。
【００２６】
（１）テトラクロロエチレン廃液中のテトラクロロエチレン濃度の測定方法
　テトラクロロエチレン廃液が、（株）スギヤマゲン製の有機塩素系化合物用蒸留器に注
入され、次いで、留分が回収できなくなるか又は１５０℃に達するまで蒸留された。テト
ラクロロエチレン濃度は以下の式（ａ）により計算された。
テトラクロロエチレン濃度＝留分量／テトラクロロエチレン廃液注入量×１００（％）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・・・（ａ）
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【００２７】
（２）ガスクロマトグラフィーによるテトラクロロエチレン濃度の測定方法
　ジーエルサイエンス（株）製ＧＣ－４０００型がガスクロマトグラフ装置として使用さ
れ、使用カラムがＩｎｅｒｔＣａｐ１、注入口温度及び検出器温度が２４０℃、オーブン
昇温が１００～２２０℃、昇温速度が４０℃／分という条件で、テトラクロロエチレン濃
度が測定された。
【００２８】
実施例１
　原子力施設内のアスファルト固化装置点検時の洗浄で発生した１０種類のテトラクロロ
エチレン廃液が蒸留され、これらの廃液中のテトラクロロエチレン濃度がそれぞれ測定さ
れた。その結果を表１に示す。なお、テトラクロロエチレンは表１～５においてＣ2Ｃｌ4

と表記されている。
【００２９】
【表１】

【００３０】
　Ｎｏ．６～１０のテトラクロロエチレン廃液が蒸留されて得られる残渣の量は、Ｎｏ．
１～５のテトラクロロエチレン廃液が蒸留されて得られる残渣の量より多かった。従って
、Ｎｏ．６～１０のテトラクロロエチレン廃液中のアスファルト等の不純物の含有量は、
Ｎｏ．１～５のテトラクロロエチレン廃液中の不純物の含有量より多いと考えられる。
　１０種類のテトラクロロエチレン廃液が蒸留されて得られた留分中のテトラクロロエチ
レンの濃度が、ガスクロマトグラフィーにより測定された。その結果を表２に示す。
【００３１】
【表２】

【００３２】
　１０種類のテトラクロロエチレン廃液がそれぞれ蒸留されて得られた留分中のテトラク
ロロエチレンの濃度は、ほぼ１００％であった。更に、これらの留分中の不純物はトリク
ロロエチレンであると判明した。トリクロロエチレンは、原子力施設のアスファルト固化
装置点検時の洗浄に使用されたテトラクロロエチレンに含まれていたと考えられる。
【００３３】
実施例２
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　テトラクロロエチレンが純水に注入されて攪拌され、更に、得られた混合物に鉄複合粒
子を含むスラリーである戸田工業（株）製ＲＮＩＰが投入され、攪拌された。鉄複合粒子
が投入された直後の処理水中のテトラクロロエチレン濃度が３００ｍｇ／ｌ、テトラクロ
ロエチレン及び純水に対する鉄複合粒子の使用量が１又は５質量％に調整された。鉄複合
粒子が投入されてから４８時間後の処理水中のテトラクロロエチレン濃度がガスクロマト
グラフィーにより測定された。その結果を表３に示す。
【００３４】
【表３】

【００３５】
　テトラクロロエチレン及び純水に対する鉄複合粒子の使用量が１質量％に調整された処
理水中のテトラクロロエチレン濃度、同じく５質量％に調整された処理水中のテトラクロ
ロエチレン濃度は、共に検出限界である１０ｐｐｍ未満となった。
【００３６】
実施例３
　テトラクロロエチレンが純水に注入されて攪拌され、更に、得られた混合物に鉄複合粒
子を含むスラリーである戸田工業（株）製ＲＮＩＰが投入され、攪拌された。鉄複合粒子
が投入された直後の処理水中のテトラクロロエチレン濃度が１６００ｍｇ／ｌ、テトラク
ロロエチレン及び純水に対する鉄複合粒子の使用量が０．０１質量％、０．０５質量％又
は０．１質量％に調整された。鉄複合粒子が投入されてから８９．５時間後及び９５時間
後の処理水中のテトラクロロエチレン濃度がガスクロマトグラフィーにより測定された。
その結果を表４に示す。
【００３７】

【表４】

【００３８】
　テトラクロロエチレン及び純水に対する鉄複合粒子の使用量が０．０１質量％に調整さ
れた処理水中のテトラクロロエチレン濃度、同じく０．０５質量％に調整された処理水中
のテトラクロロエチレン濃度、同じく０．１質量％に調整された処理水中のテトラクロロ
エチレン濃度は、いずれも９５時間後には検出限界である１０ｐｐｍ未満となった。
【００３９】
実施例４
　テトラクロロエチレンが純水に注入されて攪拌され、更に、得られた混合物に鉄複合粒
子を含むスラリーである戸田工業（株）製ＲＮＩＰが投入され、攪拌された。鉄複合粒子
が投入された直後の処理水中のテトラクロロエチレン濃度が２０００ｍｇ／ｌ又は５００
０ｍｇ／ｌ、テトラクロロエチレン及び純水に対する鉄複合粒子の使用量が０．１質量％
に調整された。鉄複合粒子が投入された直後の処理水のｐＨ、鉄複合粒子がテトラクロロ
エチレン濃度２０００ｍｇ／ｌの処理水、テトラクロロエチレン濃度５０００ｍｇ／ｌの
処理水に投入されてからそれぞれ１２０時間後、１７０時間後の処理水のｐＨが（株）堀
場製作所製ｐＨメーターＴ－５４で測定された。その結果を表５に示す。
【００４０】
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【表５】

【００４１】
　鉄複合粒子が投入された直後の処理水中のテトラクロロエチレン濃度が２０００ｍｇ／
ｌの処理水のｐＨ、同じく５０００ｍｇ／ｌの処理水のｐＨは共に低下した。上記処理水
のｐＨの低下の原因は、テトラクロロエチレンの分解により発生した塩素イオンによる塩
酸の生成であると考えられる。従って、鉄複合粒子の劣化防止の観点から、テトラクロロ
エチレン、純水及び鉄複合粒子を含む処理水のｐＨを７～９に保つため、好ましくは、当
該処理水がイオン交換樹脂で処理される。
【産業上の利用可能性】
【００４２】
　本発明の放射性物質を含有するテトラクロロエチレン廃液の処理方法及び処理装置は、
放射性物質等の不純物を含有するテトラクロロエチレン廃液の安価の処理に好適である。
【符号の説明】
【００４３】
１…テトラクロロエチレン廃液貯蔵タンク、２…テトラクロロエチレン廃液移送ポンプ、
３…蒸留塔、４…不純物回収容器、５…テトラクロロエチレン回収タンク、６…テトラク
ロロエチレン注入ポンプ、７…攪拌機、８…攪拌機モーター、９…処理水移送ポンプ、１
０…鉄複合粒子、１１…処理水、１２…鉄複合粒子移送ポンプ、１３…排気ダクト、１４
…イオン交換樹脂塔、１５…分解槽、１６…分解槽ユニット、１７…可燃性ガスセンサー
、１８…排気装置

【図１】
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